
博物館法制の検討に当たっての
関連資料

資料１－２
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博物館の制度的分類

博物館

類似施設

博物館

相当施設

登録

博物館

種別

博物館法上
の位置付け
はない

法第２９条

法第１２条

法的根拠
等

４,４１８－
制限無し

（「社会教育調査」上は，相当施設
と同程度の規模を持つ施設）

制限無し

３３１

都道府県教育
委員会
（ただし，設置主体
が国，独立行政法
人，国立大学法人
の場合は国）

• 学芸員に相当する職
員の必置

• 年間１００日以上開館

等

制限無し

８６５
都道府県教育
委員会

• 館長，学芸員の必置

• 年間１５０日以上開館

等

• 教育委員会

• 民法３４条法人

• 宗教法人

• 政令で定める法人
（ＮＨＫ，赤十字）

館数
登録又は

指定主体

その他の

登録等の要件

登録等されるため
の設置主体要件

O 博物館には、博物館法上の位置付けを持つ「登録博物館」「博物館相当施設」に加
え、博物館法上の位置付けを持たない「博物館類似施設」がある。

O 博物館法上の「登録博物館」となることができる博物館設置主体は限定されている。

（※）館数については、平成１７年度社会教育調査に基づく。
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2,169
237
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270

276

301

331

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

平成１７年度

平成１４年度

平成１１年度

平成　８年度

平成　５年度

平成　２年度

施設数

登録 相当 類似

博物館数の推移

資料：平成１７年度文部科学省社会教育調査報告書

○ 博物館総数は増加傾向。特に、博物館類似施設数の増加が著しい。

博物館法上位置づけられた施設は、全体の約２割（21.3%）

博物館数は、平成初期と
比較して約２倍（1.89倍）

館
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博物館入館者総数の推移

18,420

30,660

78,423

56,956

32,913

14,814

 

27,228

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

昭和62年度 平成５年度 平成１１年度 平成１７年度

総合博物館 科学博物館 歴史博物館 美術博物館 動物園 植物園 水族館

（単位：千人）

資料：平成１７年度文部科学省社会教育調査報告書

O 直近の２０年間の入館者総数に関し、歴史博物館及び美術館は増加の傾向。
O その他の館種の博物館については、横ばい又は減少の傾向。
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54.2%

20.4%

10.7%

2.9%

4.3%

3.5%

3.9%
予算はなかった

100万円未満

100～500万円

500～1,000万円

1,000～3,000万円

3,000万円以上

無回答

博物館資料購入予算の状況

○ 公立の博物館については、資料購入費が100万円を超えない博物館が全体の
４分の３を占めている。

出典：（財）日本博物館協会平成１６年度博物館総合調査報告書

公立博物館の資料購入予算状況（平成15年度）
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博物館の設置者

その他

2.7%

民法３４

条法人

35 .6%

教育委員

会

61 .7%

O 博物館の設置主体は多様化している。特に、博物館相当施設や博物館類似施設
については、教育委員会や民法法人等でない設置主体が一定の割合が存在する。

首長部局

19 .3%

その他

36 .6%

民法３４

条法人

15 .4%

国・独立

行政法人

7.9%

教育委員

会

20 .8%

資料：平成１７年度文部科学省社会教育調査報告書

登録博物館(865館) 博物館相当施設(331館) 博物館類似施設(4,418館)

首長部局

24 .0%

その他

14 .6%

教育委員

会

52 .0%

国・独立

行政法人

3.9%

民法３４

条法人

15 .4%
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開館日数別博物館類似施設数

175
122

203

472

947

1676

744

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

9
9
日
以
下

1
0
0
日
以
上

1
5
0
日
以
上

2
0
0
日
以
上

2
5
0
日
以
上

3
0
0
日
以
上

3
5
0
日
以
上

（開館日数）

（
館
数

）

建物面積別博物館類似施設数

149

515

418

730 721

450

266

205

284

141
113

412

0

100

200

300

400

500

600

700

800

1

5

0
㎡
未

満

1

5

0
㎡
以

上

2

5

0
㎡
以

上

3

3

0
㎡
以

上

5

0

0
㎡
以

上

7

5

0
㎡
以

上

1

,

0

0

0
㎡
以

上

1

,

2

5

0
㎡
以

上

1

,

5

0

0
㎡
以

上

2

,

0

0

0
㎡
以

上

2

,

5

0

0
㎡
以

上

3

,

0

0

0
㎡
以

上

（建物面積）

（
館
数

）

博物館類似施設の現状

資料：平成１７年度文部科学省社会教育調査報告書

O 建物面積や開館日数について、多くの博物館類似施設は、登録博物館となる
ための基準を実質的に満たしている。

博物館類似施設の80％以上が、実
質的な登録博物館の基準である165
㎡以上の建物を持っている。

博物館類似施設の90％以上が、登
録博物館の基準である150日以上の

開館を実施している。
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博物館における事業実施状況

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

総合 科学 歴史 美術 野外 動物園 植物園 動植物園 水族館

登録・相当

類似

O 教育普及事業（講演会，講座等）の実施率については，登録・相当施設の方が概し
て高い。

資料：平成１７年度文部科学省社会教育調査報告書

館種別の教育普及事業の実施割合

※ 登録・相当施設における教育普及事業の実施割合（全館種別）は、７８．７％。

※ 類似施設における教育普及事業の実施割合（全館種別）は、３７．３％。
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③登録の再審査等
による更新が必要

10.6%

④その他
4.3%

①必要ない
31.9%

②確認・指導が必要
53.2%

②確認・調査を行っ
ていない

85.1%

①確認・調査を行っ
ている
14.9%

登録博物館の定期的な状況調査について

O 登録博物館の定期的な確認調査を行っている都道府県は、全体の14.9%に過ぎない。

O 登録博物館の定期的な状況確認については、更新あるいは確認・指導が必要であるとい
う意見が多数（63.8％）占めている。

資料： 都道府県教育委員会における博物館関係業務の実態に関する調査結果（平成１９年５月）

ｎ=47

登録博物館に対する定期的な確認調査の状況 登録博物館の定期的な状況確認について

ｎ=47
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博物館の評価の実施状況

O 評価活動の実施割合は４２％。そのうち、内部者のみで評価を行っているのは６４％。
O 外部の評価者を用いている場合、「利用者である市民の代表」、「大学等、研究機関の職

員」を加えている場合が６割以上を占めている。

博物館園の評価
活動の実施状況

評価活動の実施
体制

ｎ=183

ｎ=77

57.9%

評価者（外部）について

複数回答/総回答数=56、

ｎ=23

資料： 文部科学省委託事業「博物館制度の実態に関する調査研究報告書」（平成１８年３月 株式会社丹青研究所）
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学芸員数の推移

6,2245,6365,3284,5893,711合 計

2,3972,2432,2341,7781,373類似

929627550483409相当

2,8982,7662,5442,3281,929登録

平成１７年度平成１４年度平成１１年度平成８年度平成５年度学芸員数（人）

資料：文部科学省社会教育調査報告書

○ 登録、相当、類似のいずれにおいても、学芸員数は総数で増加している。
○ 一館あたりの学芸員数は、特に登録・相当において増加している。
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水族館

0.54人

3.2人
野外博物館

歴史博物館

美術博物館

動物園

植物園

動植物園

動物園

動植物園

植物園

総合博物館

科学博物館

学芸員の配置状況

野外博物館 資料：平成１７年度文部科学省社会教育調査報告書

人

人

博物館類似施設については、
１館当たり平均0.5人

登録博物館、博物館相当施設に
ついては、１館当たり平均3.2人

O 登録・相当施設における学芸員の配置率は、そうではない博物館の配置率に
比べ、高い。
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①参加したことがある

59.7%

②参加したことがない

40.3%

12.3%

3.6%

9.8%

39.3%

40.1%

17.3%

19.1%

0.0% 50.0% 100.0%

⑦その他

⑥主催者の都合で参加できなかった

⑤申し出たが、博物館の事情で許可されなかった

④仕事が忙しいので申し出ることを控えた

③開催場所、時期、経費など自分に合わなかった

②参加したいプログラムがなかった

①博物館に入ったばかりでチャンスがなかった

学芸員の研修プログラムへの参加状況、不参加の理由

館外研修プログラムへ参加したことがない者は全体の約４割。不参加の理由としては、研修の
開催場所・時期・経費が自分に会わなかった、仕事が忙しいので申し出ることを控えたという理
由が多い。

資料： 文部科学省委託事業「博物館制度の実態に関する調査研究報告書」（平成１８年３月 株式会社丹青研究所）

ｎ=1961

館外研修プログラムへの参加の有無 館外研修プログラムに不参加の理由

複数回答/総回答数=1072、

ｎ=758



14

4.5%

9.8%

49.9%

16.4%

51.1%

57.2%

40.2%

61.5%

0.0% 50.0% 100.0%

⑧その他

⑦博物館の基本研修

⑥博物館運営研修

⑤調査研究方法研修

④教育普及事業研修

③展示の構成・企画研修

②資料の専門的知識研修

①資料に関する技術研修

今後充実を希望する研修プログラムの内容

（学芸系職員対象）

今後充実を希望する研修として、「資料の収集、整理、保存などの技術に関する実務研修」、
「展示の構成・企画研修」、「教育普及事業研修」、「社会の状況の変化と博物館運営の在り方
を考えるような研修」を希望する声が多い。

資料： 文部科学省委託事業「博物館制度の実態に関する調査研究報告書」（平成１８年３月 株式会社丹青研究所）

複数回答/総回答数=5552、

ｎ=1910
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社会教育主事、司書、学芸員等の資格の比較

社会教育主事 司書 学芸員
○資格の概要

職務
社会教育を行う者への専門的
技術的な助言と指導（社会教育
法第９条の３第１項）

図書館の専門的事務への従事
（図書館法第４条第２項）

博物館資料の収集、保管、展示
及び調査研究その他これと関連
する事業についての専門的事
項に従事すること(博物館法第４
条第４項）

○大学の養成課程を通じた資格取得
単位数 24 単位 20 単位 12 単位 
科目数 4 科目 14 科目 8 科目 

設置大学（※１） 207 大学 255 大学 330 大学 
実務経験 1 年 必要なし 必要なし 

○講習を通じた資格取得
単位数 9 単位 20 単位 
科目数 4 科目 14 科目 

実施機関 14 機関 13 大学 
実務経験 3 年 (※2) 必要なし 

○その他の資格取得方法
なし なし 国家試験等 

（※１）平成１９年度。

（※２）学校の教員等の場合は５年。
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博物館等における入館料の状況

○ 公立博物館のうち、入館料を有料としているのは、登録博物館・相当施設では８２％、類似
施設では５５％である。

○ 入館料を有料とする博物館のほとんど全てに減免措置がおかれている。

88.3%83.5%90.4%97.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

国立・独法 公立 私立・その他 全体

有料施設のうち減免措置を持つものの割合

86.0% 83 .3%

15 .4%

54 .9%

76 .4%

58 .6%
53 .8%

81 .9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

国・独法 公立 私立・その他 全体

登録・相当 類似

資料：平成１７年度文部科学省社会教育調査報告書
（平成１６年度の数値）

※ 「減免措置」は、高齢者を対象としたもの、障害者を
対象としたもの、青少年を対象としたもの、無料観覧
日、左記４項目を組合せたものである。

有料施設の割合
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博物館における指定管理者制度の導入状況

導入無
し

86.2%

導入有
り

13.8%
導入無

し
83.3%

導入有
り

16.7%

登録及び相当施設（６７３館） 博物館類似施設（３，３５６館）

資料：平成１７年度文部科学省社会教育調査報告書

○ 公立博物館における指定管理者制度の導入率は、全体で１６．２％。

指定管理者には公益法人
が多く，民間会社はまだ少
数
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地方独立行政法人制度の概要

［議会の議決］ 解散の場合も同様の手続を経て清算
基本的仕組み

地方の特性に配慮した制度設計

制度の基本理念

公共性 透明性 自主性

【自己責任】

・３～５年の中期目標、中期計画

により計画的に業務を遂行

・第三者機関の評価委員会 が

定期的に評価・勧告

・中期目標期間終了時に、組

織・業務の全般的見直し

【企業会計原則】

・発生主義、複式簿記等の企
業会計的手法

・財務諸表の作成・公表・使
途が制限されない運 営費交
付金の交付

【ディスクロージャー】

・中期目標、中期計画、財務

諸表、業務の実績、評価結

果、給与基準等広汎な事項

を積極に公開

・インターネット等幅広い公表

手段を活用

【業績給与制】

・法人の実績、職員の業績を
反映した給与の仕組み、法
人が決定して地方公共団体
に届出・ 公表

地方独立行政法人

・試験研究機関・大学

・公営企業 等を運営

都道府県・指定都市 総務大臣

その他の市町村・特別区 都道府県知事

設立 認可

認可

※ ただし、大学、公営企業については、特例を整備

地方独法数：４０機関
（平成１９年度７月現在）
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